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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人電気

設備学会（IEIEJ）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を改

正すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，国土交通大臣が改正した日本工業規格であ

る。これによって，JIS Z 9290-3:2014 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。国土交通大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS Z 9290 の規格群には，次に示す部編成がある。 

JIS Z 9290-1 第 1 部：一般原則 

JIS Z 9290-3 第 3 部：建築物等への物的損傷及び人命の危険 

JIS Z 9290-4 第 4 部：建築物等内の電気及び電子システム 
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序文 

この規格は，2010 年に第 2 版として発行された IEC 62305-3 を基に，技術的内容を一部変更した日本工

業規格（JIS Z 9290-3:2014）として制定したが，更に国内の実情を鑑み，技術的内容を改正したものであ

る。 

なお，この規格で側線又は点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。

変更の一覧表にその説明を付けて，附属書 JA に示す。また，技術上重要な改正に関する新旧対照表を附

属書 JB に示す。 

この規格は，建築物等の内部及び周辺における物的損傷並びに接触電圧及び歩幅電圧による生物（人間

及び家畜類）への傷害に対する雷保護に関して規定する。 

建築物等の物的損傷に対する雷保護の最も効果的な対策は，雷保護システム（LPS）である。この LPS

は，一般に，外部雷保護システム（外部 LPS）及び内部雷保護システム（内部 LPS）の両者で構成してい

る。 

外部 LPS（3.2 参照）は，次のことを目的としている。 

a) 建築物等への落雷の捕捉（受雷部システムを使用） 

b) 雷電流を安全に接地極に導く（引下げ導線システムを使用） 

c) 雷電流を大地に放流する（接地極システムを使用） 

内部 LPS（3.5 参照）は，外部 LPS の部材と建築物等内部の導電性部材との間の雷等電位ボンディング

又は離隔距離の確保（すなわち，電気的絶縁）によって，建築物等内部の危険な火花放電を防止する。 

接触電圧及び歩幅電圧による生物への傷害に対する主な雷保護対策の目的を，次に示す。 

1) 露出した導電性部材の絶縁及び／又は地表面の高大地抵抗率化によって，身体に流れる危険な電流

を低減する。 

2) 物理的制限及び／又は警告表示によって，危険な接触電圧及び歩幅電圧の発生を低減する。 

LPS の種類及び配置は，新築の建築物等の設計初期段階で考慮することが望ましい。これによって，建

築物等の導電性部分を LPS の部材として最大限に活用できる。それらを実施することで，統合した設備の

設計及び建設がより容易となり，全体的な美観の改善も可能となる。さらに，最小のコスト及び作業で LPS

の効果を向上することができる。 

雷電流を大地へ放流する効果的な接地極システムを形成するため，建築物基礎の鉄筋構造を適切に利用

するには，建設が開始してからでは不可能である。したがって，大地抵抗率及び土壌の特性は，できる限

り建設計画の初期段階で考慮することが望ましい。これは，接地極システムの設計の基本であり，建築物


